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「中華人民共和国人民武装警察法」について

越智均　　四元吾朗

【資料】

1はじめに

中国においては、「警察」の分類を表す文言として、しばしば「人民警察」

と「人民武装警察」という文言が使用されている。一般には、前者を「民警」、

後者を「武警」と呼び、社会通念上、文言によって両者を区別し、外見上も、

着用している制服の色でもって、明確に区別が可能である1）。しかしながら、

これらの職権、所属、指導指揮系統について着目してみると、両者の区別は、

外部からは分かりにくく、特に後者の「武警」については、複雑な様相を呈し

ていると言わざるを得ない。本稿では、後者の「武警」にスポットをあて、2009

年8月27日に中華人民共和国主席令2）として公布された「中華人民共和国人

民武装警察法（以下「武警畝1という。）」を取り上げ、原文及び訳文を末尾に

掲載するとともに、関係齢その他の公開情報から知り得る武警事情について

とりまとめ、「民警」との比較的見地から問題点を抽出し、ここに紹介すること

としたい。

2　人民武装警察について

（1）武警法上にみる人民武装警察

武警法は、条文上の主語の大半を「人民武装警察部隊」及び「人民武装警察」

という文言で表現している。しかしながら、人民武装警察の定義の明記はもと

より、部隊としての人民武装警察がどのようなものなのかについても、特段明

記していない。とはいえ、武警法の各条文から人民武装警察の性質を把握する

ことは可能である。以下、関係条文を抜粋し、紹介する。

①国家が付与する安全保衛任務の執行（第二条第一項）

②国家の武装力3）の一部を構成する旨明記（第二条第二項）

③国務院と中央軍事委員会による二重指導体制（第三条）

径）公安機関等の法執行への協力（第七条、第十四条）

⑤厳格な基準に基づいた運用（第八条～第十条）

⑥違法行為又は犯罪行為を現認した場合等の管轄機関へ引き継ぎ（第十一条）

⑧人民警察の武器使用4）に則った武器の使用（第十五条）
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⑨現役軍人と同等の権益を享受5）（第二十二条）

⑲戒厳任務への一義的な対処6）（第三十七条）

（2）公開情報から知り得る人民武装警察

武警法に「人民武装警察」の定義を見出せないため、ここでは、武警法の内

容と公開情報をもとに、人民武装警察の実態把握に努める。武警事情について、

最近では、中国政府が公開しているホームページから、その概要をある程度把

握できるようになってきた。そもそも、人民武装警察部隊の成立は1982年で

あるが、中国政府が公開している国防白書の中で、「人民武装警察部隊」という

文言が目次として登場するようになったのは、20（光年国防白書7）からである。

以下、2006年国防白書から人民武装警察部隊に関する関係部分を抜粋し、原文

と訳文を併記する。

武警部臥是中国武装力量的組成部分，属千国各院編制序列，由国各院、

中央軍委双重領等。国各院主要免責武警部臥日常任各賦予、規模和編制定額、

指拝、此各建没、軽費物資保障，通辻有夫駅能部口姐妖実施対武警部臥的領

等。武警部臥的軽費在国家財政支出中単列。中央軍委主要免責武警部臥的姐

現編制、干部管理、指拝、訓簸、政治工作，通達四息部姐択実施対武警部臥

的領等。在執行公安任各和相美並各建竣方面，武警患部接受公安部的領等和

指拝，息臥及其以下武警部臥，接受同攻公安部口的領等。武警部臥息月額呪

力66万人。

武警部臥主要由内王部臥和警神部臥狙成；公安辺防、消防、警王部臥列

入武警序列。武警患部是武警部臥的領寺指揮机夫，下役司令部、政治部、后

勤部，免責領等管理武警内王和警神部臥，指等列入武警部臥序列的其他部臥。

武警部臥没司令員、第一政治委員（公安部族兼）、政治委員各一名，没副司今

貝、副政治委員若干名。武警内王部臥由省（自治区、五韓市）息臥刹武装警

察仲姐成。在中国各級行政区別内，省攻攻武警息臥，地区扱没武警支臥，具

級竣武警中臥。……武警警神部臥由黄金、森林、水屯、交通部臥組成，分割

後有指揮部，力該部臥的領等指拝机美。……

武警部隊）は、中国の武装力の一部を構成するものであり、国務院の編制

序列に属し、国務院及び中央軍事委員会の双方が指導する。国務院は、主に

武警部隊にかかる通常任務の付与、定員の規模及び編制、指揮、業務建設並

びに経費物資の保障に責任を負い、関係職権部門を通じて、武警部隊に対す

る指導を実施する。武警部隊の経費は、国家財政支出の中で独立したもので

ある。中央軍事委員会は、主に武警部隊にかかる組織編制、幹部管理、指揮、

訓練及び政治業務に責任を負い、四総部9）を通じて武警部隊に対する指導を

実施する。公安任務執行及び関係業務建設の分野において、武警総部は、公
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安部の指導指揮を受け入れ、総隊以下の武警部隊は、同級の公安部門の指導

を受け入れる。武警部隊の総定員は現在66万人である。

武警部隊は、主に内衛部隊及び警種部隊で構成されているが、公安辺防部

隊、公安消防部隊及び公安警衛部隊も武警の序列に入る。武警総部は、武警

部隊の指導指揮機関であり、内部に司令部、政治部、後勤部を設置し、武警

の内衛及び警種部隊の指導管理並びに武警部隊の序列に入るその他の部隊の

指導に責任を負う。武警部隊には、司令員、第一政治委員（公安部長兼）及

び政治委員各一名が配置され、副司令員及び副政治委員若干名が配置されて

いる。武警内衛部隊は、省（自治区、直轄市）総隊及び武装警察師団で構成

される。中国各級行政区内において、省級には武警総隊が配置され、地区級

には武警支隊が配置され、県級には武警中隊が配置されている。…‥武警警

種部隊は、黄金、森林、水電及び交通部隊により構成され、それぞれ指揮部

が設置され、当該部隊の指導機関となっている。……

すなわち、人民武装警察部隊には、

①内衛部隊

②警種部隊（黄金部隊、森林部隊、水電部隊、交通部隊）

③辺防部隊、消防部隊、警衛部隊

の三つに分類される部隊が存在することがわかる。しかしながら、分類の根拠

を示す記載はない。これら分類を明確に説呪している資料10）として、以下、原

文と訳文を併記する。なお、原文は、使用されている組織名称から判断して、

少なくとも1998年の国務院機構改革以降に執筆されたものと考えられ、現在

の国務院編制とは若干異なるものの、人民武装警察部隊の各部隊の指導指揮系

統に言及している貴重な資料である。

中国人民武装警察部臥東属干国家公安系統。受国各院、中央軍事委員会

双重領等。

各級武警内王部臥受当地政府和上奴武警領等机英領寺。

武警辺防部臥、消防部臥和警王部臥，旧公安部口領等。

武警水屯部臥、黄金部臥和交通部軋地券上分別月公安部和国土資源部、

国家冶金管理息局、交通部領等。

武警森林部臥英行林北部口和公安部口双重領等以林此部11力主、中央和

地方領等以地方力主的管理体制。

辺防、消防、警王、水屯、黄金、交通和森林武警部臥的軍事、政治、后

勤工作，均接受武警息部的指等，編制序列与内王部臥大体相同。

中国人民武装警察部隊は、国家の公安系統に属し、国務院及び中央軍事委

員会双方の指導を受ける。
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各級内衛部隊は、現地政府及び上級武警指導機関の指導を受ける。

辺防部隊、消防部隊及び警衛部隊は、公安部門の指導に帰する。

水電部隊、黄金部隊及び交通部隊は、業務上、それぞれ公安部及び国土資

源部、国家冶金管理総局11）、交通部12）の指導に帰する。

森林部隊については、林業部門及び公安部門による双方指導のうち林業部

門を主とし、中央及び地方の指導については、地方を主とする管理体制を実

行する。

辺防、消防、警衛、水竜、黄金、交通及び森林部隊の軍事、政治及び後方

支援業務については、何れも武警総部の指導を受け、編制序列は概ね内衛部

隊と同様である。

上記表現から以下のことが読み取れる。①の内衛部隊は、武警総部を指導指

揮機関とする指揮系統を有しながら、総隊一支隊一中隊で構成される部隊は、

配置先の地方政府の指導を受けている。②に分類される警種部隊は、武警総部

の指導管理を受けながら、国務院関係部門の指揮を受けている。③の辺防、消

防及び警衛部隊は、公安部の指揮下にあって、軍事、政治及び後方支援業務に

かかる領域にのみ武警総部の指導が及んでいる。

したがって、①～③の分類は、中央レベルで見た場合、武警総部の直接指揮

下にある内衛部隊、武警総部と国務院関係部門の双方の指揮下にある警種部隊、

公安部（辺防管理局13）、消防局14）、警衛局15りの指揮下にある辺防、消防、警

衛部隊（以下「公安現役部隊」という。）という整理が可能である。参考までに、

人民武装警察部隊の指揮系統による分類を図1に示す。

（注）色掛け部分は、武警総部の指導が及ぶことを意味する。

図1：人武装警察部隊の指揮系統による分類
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3　人民警察について

人民武装警察の特殊性を説明するにあたって、人民警察との比較は必要不可

欠であるため、ここで人民警察に関する基本的事項ついて触れておきたい。

（1）人民警察の任務と職権

「中華人民共和国人民警察法（以下「人民警察法」という。）」16）によれば、

人民警察の任務は、「国家の安全を擁護し、社会治安秩序を維持し、公民の身体

の安全、身体の自由及び合法的な財産を保護し、公共財産を保護し並びに違法

活動又は犯罪活動を予防し、制止し及び処罰すること」（人民警察法第二条第一

項）とされる。人民警察には「公安機関、国家安全機関、監獄及び労働教養管

理機関の人民警察並びに人民法院及び人民検察院の司法警察を含むものとす

る」（人民警察法第二条第二項）とされているが、人民警察法の第二章で規定さ

れる職権を見る限りにおいて、そのほとんどが「公安機関の人民警察」に関す

るものであることから、単に「民警」という場合は、公安機関に属する人民警

察（以下「公安民警」という。）を指していると考えてよいであろう17）。参考ま

でに、公安民警の職権は、次のとおり（人民警察法第六条）であり、法律によ

って司法警察権を付与された警察であることがわかる。

①違法活動の予防、制止及び調査並びに犯罪活動の予防、制止及び捜査

②社会治安秩序の維持及び社会治安秩序に危害を与える行為の制止

③交通安全及び交通秩序の維持並びに交通事故の処理

④消防活動の組織及び実施並びに消防監督の実施

⑤銃器弾薬の管理並びに刀剣類及び爆発物、劇薬物、放射性物質等の危険物

品の取締り

⑥法律及び法規に規定される特殊な業種に対する管理

⑦国家が規定する特定人員に対する警衛並びに重要な拠点及び施設の警備

⑧集会、行進及び示威活動の管理

⑨戸籍、国籍及び出入国の事務並びに外国人の中国における居留及び旅行に

関する事務の管理

⑲国境地区における治安秩序の維持

⑪保護観察、拘留又は政治的権利の剥奪の判決を受けた罪人及び監獄外で執

行する罪人に対する刑罰の執行並びに刑の執行猶予又は仮釈放を宣告された罪

人に対する監督及び視察の実施

⑫コンピュータ情報システムにかかる安全保護業務の監督管理

⑬国家機関、社会団体、企業事業組織及び重点建設プロジェクトにかかる治

安保衛業務の指導及び監督並びに治安保衛委員会等の群衆的組織の治安防備業
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務にかかる指導

⑭法律及び法規が規定するその他の職責

（2）人民警察（公安民警）の身分

公安民警の最高機関は、国務院に隷属する公安部である。「中華人民共和国国

家公務員法」第二条18）によれば、「法に基づき公職を履行し、国家の行政に編

制され、国家財政によって給与福利が保障された人員」を公務員と定義づけて

おり、国務院公安部門を構成する公安民警が公務員の身分を有する職員である

ことは明らかである。

4　武警法上の問題点

人民武装警察について、人民警察との比較的見地から、以下、武警法上の問

題点を抽出する。

（1）司法警察権を付与された人民武装警察の存在

公安民警の法執行については、人民警察法により司法警察権を付与されてい

る。一方、武警法は、人民武装警察による法執行については、あくまで公安機

関等への協力であること、仮に違法行為や犯罪行為を現認した場合にも、一義

的には当該行為を制止したとしても、速やかに管轄機関へ引き継ぐ旨規定して

いる。このことは、法律が人民武装警察に司法警察権を与えていないことをは

っきりと示しており、公安民警との職権上の比較において大きく異なる点であ

る。しかしながら、人民武装警察部隊には、公安部の指揮下にある公安現役部

隊が存在し、各々の職権の範囲内で主体的に法執行を展開しているという現実

がある19）。海上保安庁と業務上密接な関係を有するいわゆる「海警20）」は、海

上法執行機関として、管轄水域内の刑事事件（主として密輸、密航）の捜査を

主体的に行っている。2008年国防白書21）においても、「海警」を「公安海警部

隊」と称し、法執行要員の充実と法執行制度の完成度について評価し、その活

動実績を紹介している。しかしながら、人民武装警察部隊としての位置付けか

らすれば、海警は、公安現役部隊として辺防部隊に属する公安機関である。海

警の法執行根拠については、公安部令22）としての「公安機関海上執法工作規定
23）」に求めることができるものの、法の優先順位、後法優先の原則からして、

法律としての武警法に抵触することになる。

（2）公安民警と公安現役部隊

公安民警は、人民警察法にいう「人民警察」に含まれるものであり、司法警

察権が担保された国家公務員としての身分を有していることは、前述3のとお

りである。一方、武警法には、公安現役部隊を定義する規定は存在しないばか
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りか、公安現役部隊を包括する概念としての人民武装警察部隊について定義づ

けた規定も存在しない。公安民警と公安現役部隊の共通点である公安機関にあ

って司法警察権を付与されていること、相違点である身分上の違い（前者は国

家公務員、後者は軍人）を考慮に入れ、人民警察との比較的見地から人民武装

警察を仮に定義づけるとするならば、公安現役部隊を除く人民武装警察は、「司

法権が付与されていない軍人的身分を有した警察」であるといえよう。そうい

う意味で、司法警察権を付与された人民武装警察部隊としての公安現役部隊は、

極めて特殊な存在であるといえる。

人民警察法における人民武装警察に関する規定は、第八章の附則に「人民武

装警察部隊は、国家が付与する安全保衛任務を執行する。」（第五十一一条）との

規定があるのみである。このように、人民警察法は「人民武装警察」を「人民

警察」とは一線を画した特別な存在として位置付けながら、人民武装警察部隊

としての公安現役部隊が公安部の指拝下において法執行機関として機能してい

ることも厳然たる事実である。こうした実情を前提として、公安現役部隊によ

る法執行の現状に対し正当化を試みるとするならば、人民警察法第二条第二項

に定義される「人民警察」に「公安現役部隊」が含まれると解するか、武警法

にいう「人民武装警察部隊」に「公安現役部隊」が含まれないと解するか、い

ずれかの解釈が必要であると考えられる。

事実、武警法については、中国国内においても、少数ではあるが、公安現役

部隊の法執行に対する配慮が欠けた法律であると指摘する見角牢4）も散見される。

本稿では、公安現役部隊が形式的には人民武装警察部隊として位置付けられな

がら、実質的には公安民警と同様に公安機関の法執行機関として機能している

という問題の指摘をするに止め、以下、問題点の図示化を試みる。
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図2：公安現役部隊の位置付け

5　おわりに

人民武装警察は、これまで、人民武装警察の職権や任務について定めた法律

がなく、人民警察法によって職権が担保されている人民警察に比較して、法的

に不安定なまま、個別の法律（人民警察法、国防法、戒厳法、兵役法等）を根

拠に安全保衛任務を執行してきた。そういう意味で、今回取り上げた武警法の

成立意義は大きい。また、これまで不透明であった人民武装警察という領域に

法律レベルで踏み込んだ点も評価に値すると考える。一方、公安現役部隊の法

的な立場は依然として不明確なままである。かえって、「武装警察による法執行」

という矛盾を浮き彫りにしてしまったとも考えられる。国務院内の機構改革が

現在進行中の趨勢下にあって、公安部内も、出入国管理業務の一部について、

これまでの辺防管理局（人民武装警察≒軍人）から出入境管理局（人民警察＝

国家公務員）へと試行的に移行した経緯がある25）。このような趨勢下、公安辺

防海警をはじめとする公安現役部隊の法的立場をめぐっては、今後の全人代の

動向も視野に入れて、引き続き注視していく必要がある。
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（訳文）

中華人民共和国人民武装警察法

第一章　総則

第一条　人民武装警察部隊の法に基づく職責の履行を規範化し及び保障し、

国家の安全及び社会の安定を擁護し、公民、法人その他の組織の合法的な利益

を保護するため、本法を制定する。

第二条　人民武装警察部隊は、国家が付与した安全保衛任務、防衛作戦、被

災救援活動、国家経済建設参加等の任務に責任を負うものとする。

人民武装警察部隊は、国家の武装力を構成する一部分である。

第三条　人民武装警察部隊は、国務院、中央軍事委員会が指導し、統一指導

と階級指揮を結合させた体制を実行するものとする。

第四条　人民武装警察部隊は、憲法及び法律を遵守し、職務に忠実でなけれ

ばならず、本法その他の関係法律の規定に基づき職責を履行しなければならな

い。

人民武装警察部隊が法に基づき職責を履行する行為は、法律による保護を受

けるものとする。

第五条　任務執行中において、貢献が顕著であった人民武装警察及び人民武

装警察の任務遂行に協力した公民、法人その他の組織で貢献が顕著であったも

のに対しては、関係する法律、法規26）の規定に基づき、表彰及び奨励を与える

ものとする。

第六条　人民武装警察部隊は、警察の階級制度を実行することとし、具体的

な方法については、国務院と中央軍事委員会が定める。

第二章　任務及び職責

第七条　人民武装警察部隊は、次に掲げる安全保衛任務を執行する。

（一）国家が定める警衛の対象、目標及び重大な活動の武装警衛。

（二）国家の経済と人民の生活に関係する重要な公共施設、企業、倉庫、水

源地、水利施設、電力施設及び通信中枢の重要部分にかかる武装守衛。

（三）主要交通幹線の重要地点に位置する橋梁、トンネルの武装防衛27）。

（四）監獄及び看守所の周辺武装警戒。

（五）直轄市、省及び自治区の人民政府が所在する市その他の重要都市にお

ける重点区域、特別時期の武装巡回。

（六）公安機関、国家安全機関、司法行政機関、検察機関及び審判機関の法

に基づく逮捕、追跡28）及び護送29）の任務執行への協力、他の関係機関の重要な

護送30）任務執行への協力。

（七）暴動31）、騒乱、深刻な暴力犯罪事件、テロ襲撃事件その他の社会安全
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にかかる事件の処理への参加。

（八）国家が付与するその他の安全保衛任務0

第八条人民武装警察部隊を動員し又は使用して安全保衛任務を執行させる

ときは、厳格な審査及び法に基づく警察使用の原則を堅持しなければならない0

具体的な許可権限及び手続きについては国務院、中央軍事委員会が定める0

いかなる組織又は個人も、規定に違反して人民武装警察部隊を動員し又は使

用してはならない。規定に違反して人民武装警察部隊を動員し又は使用するも

のに対して、人民武装警察部隊は執行を拒否するとともに、直ちに上級機関へ

報告しなければならない。

第九条任務執行の対象となる組織は、当該組織において任務執行を担当す

る人民武装警察の職務の実施に対して指導することができる。

第十条人民武装警察部隊が県級以上の人民政府公安機関の配置に基づき安

全保衛任務を執行するときは、以下の措置をとることができる。

（一）警戒区域を出入りする人員、物品及び交通手段に対して検査を行い、

規定に基づき出入りを許されないものを阻止すること。出入りを強行するもの

に対しては、必要な措置を講じて制止すること。

（二）武装巡回中、現場指揮官の同意を得て、違法又は犯罪の嫌疑のある人

員に対して現場尋問及び書類検査を行い、疑わしい物品及び交通手段に対して

検査を行うこと。

（三）道路交通管制又は現場管制の執行に協力すること0

（四）社会秩序又は任務執行の対象の安全に集団で危害を与えるものに対し

必要な措置を講じ、もってこれを制止し又は排除2）すること0

（五）任務執行の必要に応じて、関係する組織又は人員から関係状況を聴取

し又は現場において必要な偵察を実施すること0

第十条人民武装警察が安全保衛任務を執行する場合において、以下の情

状を有する人員を発見したときは、現場指揮官の同意を得て、速やかに制圧す

るとともに、公安機関、国家安全機関その他の管轄権を有する機関へ引き継が

なければならない。

（一）犯罪を行っている者。

（二）指名手配されている者3）。

（三）公共の安全に危害を及ぼす物品を違法に携帯している者0

（四）任務執行の対象の安全に危害を与える行為を行っている者。

第十二条人民武装警察は、安全保衛任務執行上の緊急性に応じて、人民武

装警察証書を提示の上、公共交通機関に優先的に乗り込むことができる0交通

渋滞に遭遇したときは、優先的に通行するものとする0

第十三条人民武装警察部隊は、安全保衛任務執行の必要性から、特に緊急

性のある場合において、現場最高指揮官が人民武装警察証書を提示した上で、
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関係組織又は個人の設備、施設、土地、交通手段その他の物資を臨時的に使用

することができる。ただし、使用後は、速やかに返還の上、相当の費用を支払

わなければならない。損失が出た場合には、国家の関係規定に基づき補償する

ものとする。

第十四条　人民武装警察部隊が公安機関又は国家安全機関の逮捕等の任務執

行に協力するときは、協力する機関の決定に基づき、犯罪被疑者、被告人又は

犯罪者の身体及び居所並びに犯罪被疑者、被告人、犯罪者又は違法な物品を隠

匿した疑いのある場所、交通手段等の捜査に協力するものとする。

第十五条　人民武装警察が安全保衛任務をする場合において武訝4）を使用す

るときは、人民武装警察の武器使用にかかる関係法律及び行政法規35）の規定に

基づき執行するものとする。

第十六条　人民武装警察部隊が防衛作戦、災害救助活動、国家経済建設参加

等の任務を執行するときは、関係法律及び行政法規並びに国務院及び中央軍事

委員会の関係規定に基づき執行するものとする。

第三章　義務及び権利

第十七条　人民武装警察が任務を執行するときは、命令及びに指揮に服従し

なければならず、職権を乱用し、職務を軽んじてはならない。

第十八条　人民武装警察は、公民の身体、財産の安全が侵害され又はその他

の危険な状態に置かれている状況に遭遇したときは、速やかに救助しなければ

ならない。

第十九条　人民武装警察に以下の行為があってはならない。

（一）他人の身体の自由を不法に剥奪し又は制限し、不法に他人の身体、物

品、交通手段、居所、場所を捜査する行為。

（二）違法活動又は犯罪活動を隠ぺいし又は黙認する行為。

（三）国家機密又は軍事機密を漏えいする行為。

（四）その他、違法行為又は規律違反行為。

第二十条　人民武装警察が任務を執行するときは、規定に基づき着装し、人

民武装警察証書を所持しなければならない。

第二十一条　人民武装警察は、礼節を持って行動し、礼儀正しく人に接し、

社会道徳を遵守し、公民の信教及び風俗習慣を尊重しなければならない。

第二十二条　人民武装警察は、「中華人民共和国国防法」その他の関係法律及

び行政法規に規定する現役軍人の権益を享受するものとする。

人民武装警察が任務の執行によって死傷したときは、国家の軍人救済優待関

係規定36）に基づき、優先的に救済するものとする。

第四章　保障措置
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第二十三条　人民武装警察部隊の安全保衛任務の執行を保障するため、国務

院関係部門、県級以上の人民政府及びその関係部門は、速やかに人民武装警察

部隊総部、当該行政区に駐屯する人民武装警察部隊に対して、関係する社会治

安情勢及び突発事件の情況を報告しなければならない。

第二十四条　人民武装警察部隊が安全保衛任務を執行する場合において、公

民、法人その他の組織は必要な支援及び協力をしなければならない。

公民、法人その他の組織が人民武装警察部隊による安全保衛任務の執行に協

力する行為については、法律の保護を受けるものとする。

第二十五条　公民、法人その他の組織が人民武装警察部隊の任務執行に協力

する場合において、人身の死傷及び財産の損失をきたしたときは、国家の関係

規定に基づき、優待救済及び補償を与えるものとする。

第二十六条　人民武装警察部隊が国家から与えられた安全保衛任務の執行及

び関連建設のため必要とする経費は、中央及び県級以上の地方財政予算に組み

入れるものとし、国家の関係規定に基づき保障するものとする。

第二十七条　任務執行の対象となる組織及びその上版主管部門は、国家の関

係規定に基づき、任務執行を担当する人民武装警察部隊のために任務執行施設、

生活施設等必要な保障を提供しなければならない。

第二十八条　毒、粉じん、放射、騒音等の深刻な汚染が存在し、又は高温、

低温、酸欠その他の劣悪な環境下における任務執行の対象となる組織において

安全保衛任務を執行する人民武装警察は、任務執行の対象となる組織の職員と

同等の保護条件及び福利補助を享受するとともに、任務執行の対象となる組織

又はその上級主管部門から保障を受けるものとする。

第二十九条　人民武装警察部隊は、任務執行の必要性に基づき、所属の人民

武装警察にかかる教育及び訓練を強化し、法に基づく任務執行能力を向上させ

なければならない。

第五章　監督検査

第三十条　人民武装警察部隊の任務執行は、人民政府及びその関係部門並び

に公民、法人その他の組織の監督を受け入れなければならない。

公民、法人その他の組織は、人民武装警察の違法行為又は規律違反行為に対

して、県級以上の人民政府及びその関係部門又は人民武装警察部隊へ告発し又

は告訴する権利を有する。

第三十一条　県級以上の人民政府及びその関係部門が、公民、法人その他の

組織による人民武装警察の違法行為もしくは規律違反行為に対する告発もしく

は告訴を受理し又は人民武装警察の任務執行中における違法行為もしくは規律

違反行為を発見したときは、速やかに人民武装警察部隊に報告しなければなら

ない。
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第三十二条　人民武装警察部隊は、公民、法人その他の組織の告発もしくは

告訴を受理し又は県級以上の人民政府及びその関係部門による人民武装警察部

隊の違法行為もしくは規律違反行為の情況に対する報告を受けた後、速やかに

情況を明らかにし、処理しなければならない。

第三十三条　人民武装警察部隊は、所属の人民武装警察の法律及び行政法規

の執行並びに規律の遵守状況に対して監督検査を行わなければならない。

第六章　法律責任

第三十四条　人民武装警察が任務執行中において、職責を履行せず、上級機

関の決定もしくは命令に背き、規定に違反して武器を使用し、又は本法第十九

条に掲げる行為の一に該当したときは、中央軍事委員会の関係規定に基づき、

規律処分を与えることとする。犯罪を構成するものについては、法に基づき刑

事責任を追及する。

第三十五条、規定に違反して人民武装警察部隊を動員し又は使用したものに

ついては、直接責任を負う主管人員その他の直接の責任者に対して、法に基づ

き処分を与えるものとする。

第三十六条　公民、法人その他の組織が人民武装警察の法に基づく任務の執

行を妨害し、治安管理違反行為があったときは、公安機関が法に基づき治安管

理処罰を与えるものとする。犯罪を構成するものについては、法に基づき刑事

責任を追及する。

第七章　附則

第三十七条　人民武装警察部隊が戒厳任務を執行するときは、「中華人民共和

国戒厳法」の関係規定に基づき執行する。

第三十八条　本法は、公布の日から施行する。

（原文）

中年人民共和国人民武装警察法

第一章息則

第一条力了規苑和保障人民武装警察部臥依法履行釈責，堆折国家安全和社

会穏走，保折公民、法人和英他姐裸的合法枚益，制定本法。

第二条人民武装警察部臥担負国家賦予的安全保王任各以及防王作成、拍

除救克、参加国家蛭済建没等任各。

人民武装警察部臥是国家武装力量的姐成部分。

第三条人民武装警察部臥由国各院、中央軍事委員会領等，実行統一領等
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与分攻指拝相結合的体制。

第四条人民武装警察部臥庄当遵守尭法和法律，忠子駅守，依照本法和其

他有美法律的規定履行歌責。

人民武装警察部臥依法履行駅責的行力受法律保折。

第五条対在執行任各中作出突出貢献的人民武装警察以及切、助人民武装警

察執行任各有突出貢献的公民、法人和其他姐現，依照有夫法律、法規的規定拾

予表彰和実励。

第六条人民武装警察部臥実行警街制度，具体み法由国各院、中央軍事委員

会規定。

第二章任各和歌責

第七条人民武装警察部臥執行下列安全保王任各：

（一）国家規定的警ヱ対象、目椋和重大活功的武装警王；

（二）英系国汁民生的重要公共没施、企並、金庫、水源地、水利工程、屯

力竣施、通信枢組的重要部位的武装守王；

（三）主要交通干銭重要位畳的析梁、随道的武装守折；

（四）監獄和看守所的外国武装警戒；

（五）亘轄市，省、自治区人民政府所在地的市，以及其他重要城市的重点

区域、特殊吋期的武装巡逆；

（六）切、助公安机夫、国家安全机夫、司法行政机夫、検察机夫、串判机夫

依法執行逮捕、追捕、押解、押返任各，切、助其他有夫机夫執行重要的押返任各；

（七）参加赴畳暴乱、騒乱、戸重暴力犯罪事件、恐怖菜古事件和其他社会

安全事件；

（八）国家賦予的其他安全保ヱ任各。

第八条凋功、使用人民武装警察部臥執行安全保王任各，庄当堅持戸格串

批、依法用警的原則。具体的批准枚限和程序由国各院、中央軍事委員会規定。

任何単位或者十人不得造反規定凋功、使用人民武装警察部臥。対造反規定

調功、使用人民武装警察部臥的，人民武装警察部臥庄当拒絶執行，井立即向上

攻扱告。

第九条執勤目柘単位可以対在本単位担負執勤任各的人民武装警察逆行執

勤亜各指等。

第十条人民武装警察部臥技照具攻以上人民政府公安机夫的部署執行安全

保王任各，可以来取以下措施‥

（一）対辺出警戒区域的人員、物品、交通工具逆行栓査，対按照規定不允

祥逆出的，予以阻止；対強行逃出的，采取必要措施予以制止；

（二）在武装巡逆中，蛭現場指揮貝同意，対有達法犯罪嫌疑的人員当場連

行盆向井査弛其荘件，対可疑物品和交通工具逆行検査；
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（三）切、助執行道路交通管制或者現場管制；

（四）対宋余危害社会秩序或者執勤目柘安全的，采取必要措施予以制止、

躯散；

（五）根据執行任各的需要，向相夫単位和人貝了解有夫情況或者在現場実

施必要的偵察。

第十一条人民武装警察執行安全保王任各，友現有下列情形的人員，姪現

場指拝貝同意，庄当及吋予以控制井移交公安机夫、国家安全机夫或者其他有管

轄枚的机美赴理：

（一）正在実施犯罪的；

（二）通韓在案的；

（三）遠法携帯危及公共安全的物品的；

（四）正在英施危害執勤目柘安全行力的。

第十二条人民武装警察因執行安全保王任各的梁急需要，蛭出示人民武装

警察法件，可以伏先乗坐公共交通工具；遇交通阻碍吋，伏先通行。

第十三条人民武装警察部臥因執行安全保王任各的需要，在特別梁急情況

下，蛭現場最高指揮貝出示人民武装警察淀件，可以惰吋使用有夫単位或者十人

的没各、没施、境地、交通工具以及其他物資，使用后痙当及吋返述，井支村道

当費用；造成損失的，按照国家有夫規定捨子朴倍。

第十四条人民武装警察部臥切、助公安机夫、国家安全机夫執行逮捕、追捕

任各，根据所切、助机夫的決定，切、助捜査犯罪嫌疑人、被告人、罪犯的人身和住

所以及渉嫌蔵匿犯罪嫌疑人、被告人、罪犯或者達法物品的場所、交通工具等。

第十五条人民武装警察執行安全保王任各使用警械和武器，依照人民警察

使用警械和武器的有美法律、行政法規的規定執行。

第十六条人民武装警察部臥執行防王作成、拍除救夫、参加国家蛭済建没

等任各，依照有夫法律、行政法規和国各院、中央軍事委員会的有夫規定執行。

第三童又各和枚利

第十七条人民武装警察執行任各，皮当服飢命令、祈仇指揮，不得濫用駅

枚、玩忽歌守。

第十八条人民武装警察遇到公民人身、財戸安全受到侵犯或者赴干其他危

碓情形，痙当及吋救助。

第十九条人民武装警察不得有下列行力‥

（一）非法剥奪、限制他人人身自由，非法捜査他人的身体、物品、交通工

具、住所、場所；

（二）包庇、臥容連法犯罪活功；

（三）泄露国家秘密、軍事秘密；

（四）其他遥法連妃行力。
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第二十条人民武装警察執行任各，庄当按照規定着装，持有人民武装警察

正件。

第二十一条人民武装警察庄当挙止文明，礼貌待人，遵守社会公徳，尊重

公民的宗教信仰和夙俗耳隈。

第二十二条人民武装警察享有《中学人民共和国国防法》和有美法律、行

政法規規定的現役軍人的枚益。

人民武装警察固執行住各傍亡的，按照国家有夫軍人扶他伏待的規定拾予扶

眈伏待。

第四章保障措施

第二十三条力了保障人民武装警察部臥執行安全保王任各，国各院有夫部

口、具扱以上地方人民政府及其有夫部l1位当及吋向人民武装警察部臥患部、駐

本行政区域的人民武装警察部臥通報有美社会治安形勢以及突友事件的情況。

第二十四条人民武装警察部臥執行安全保王任各，公民、法人和其他姐現

庄当拾予必要的支持和切、助。

公民、法人和其他姐択対人民武装警察部臥執行安全保王任各拾予切、助的行

力受法律保折。

第二十五条公民、法人和英他姐現物、助人民武装警察部臥執行任各造成人

身傍亡和財戸損失的，按照国家有美規定拾予扶性伏待和朴倍。

第二十六条人民武装警察部臥執行国家賦予的安全保王任各及相美建役所

需軽費，列入中央和具攻以上地方財政預算，按照国家有美規定捨子保障。

第二十七条執勤目柘単位及其上級主管部口痙当按照国家有夫規定，力担

負執勤任各的人民武装警察部臥提供執勤没施、生活没施等必要的保障。

第二十八条在有毒、粉生、福射、嘆声等戸重汚染或者高温、低温、妖気

以及其他藩劣杯境下的執勤目柘単位執行安全保王任各的人民武装警察，享有与

執勤目椋単位工作人員同等的保折条件和福利朴助，井由執勤目柘単位或者其上

級主管部口絵予保障。

第二十九条人民武装警察部臥痘当根据執行任各的需要，加強対所属人民

武装警察的教育和訓妹，提高依法執行任各的能力。

第五章監督栓査

第三十条人民武装警察執行任各，痙当接受人民政府及其有美部口以及公

民、法人和英他姐現的監督。

公民、法人和英他姐択対人民武装警察的遠法遠紀行力，有枚向具攻以上人

民政府及其有夫部口或者人民武装警察部臥栓挙、控告。

第三十一条具奴以上人民政府及共有美音針1接到公民、法人和英他坦現対

人民武装警察逼法遥紀行力的栓挙、控告，或者友現人民武装警察在執行任各中
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有達法遠紀行力的，庄当及吋通報人民武装警察部臥。

第三十二条人民武装警察部臥接到公民、法人和英他姐現的栓挙、控告，

或者接到具扱以上人民政府及其有夫部l、1対人民武装警察連法逼紀行力的情況通

扱后，庄当及吋査赴。

第三十三条人民武装警察部臥痙当対所属人民武装警察執行法律、行政法

規和遵守妃律的情況進行監督検査。

第六章法律責任

第三十四条人民武装警察在執行任各中，不履行駅責或者達抗上攻決定、

命令的，造反規定使用警械、武器的，或者有本法第十九条所列行力之一的，按

照中央軍事委員会的有夫規定拾予妃律赴分；杓成犯罪的，依法追究刑事責任。

第三十五条逼反規定凋功、使用人民武装警察部臥的，対亘接免責的主管

人員和其他五接責任人員，依法捨子赴分。

第三十六条公民、法人或者其他狙択妨碍人民武装警察依法執行任各，有

造反治安管理行力的，由公安机夫依法拾予治安管理赴罰；杓成犯罪的，依法追

究刑事責任。

第七章附則
第三十七条人民武装警察部臥執行戒戸任各，依照《中学人民共和国戒戸

法》的有夫規定執行。

第三十八条本法自公布之日起施行。

1）民肇の制服は濃い藍色、武警の制服は濃い緑色を呈しており、その区別は一目瞭然である。

2）いわゆる「法律」を指す。憲法に次ぐ法的効力を有し、国務院令としての「行政法規」、

国務院各部令としての「規章」よりも法的効力は高い。

3）原文では「武装力量」。中国の武装力は、中国人民解放軍（現役部隊、予備役部隊）、中国

人民武装警察、民兵の三種類で構成される。（中華人民共和国国防法」第二十二条第一項）

4）人民警察の武器使用については、越智均，人民警察の警棒等用具及び武器使用について，

海保大50周年記念論文集（2001），81－92．参照。

5）「中華人民共和国国防法」第六十条によれば、国家及び社会は現役華人を優遇し、国家は、

現役軍人が当該職責の履行に相応する生活福利の待遇を享受することについて保障する旨規

定している。原文については、人民網

http：〟ⅥWW．PCOple．com．crJiterIJfligk／xianfh反97Ol．html　参照。（2010年5月20日）

6）「中華人民共和国戒厳法」第八条によれば、戒厳任務は人民警察及び人民武装警察が執行

し、必要に応じて、国務院からの要請を受けた中央軍事委員会が人民解放軍の派遣を決定し、
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これを戒厳任務の執行に協力させることができる旨規定している。原文については、人民網

地〟www．T）eODle．com．cn／itel曲k／l・dlg1996／111605199601．html　参照。（2010年5月20

日）

7）中国語では「2006年中国的国防」、国務院新聞弁公室が2006年12月に発行している。

原文については、中国政府網

http：〟www層OV．Cn／zwgk／2006－12佗9／content486759．htm　参照。（2010年5月20日）

8）「人民武装警察部隊」の略称として用いている。

9）「中国人民解放軍四総部」の略称として用いている。具体的には、中央軍事委員会の業務

機関として機能している総参謀部、総政治部、総後勤部及び総装備部の四機関を指す。

10）原文については、新華網

http：〟news．瑚htm　から、「中年人民共和国

軍事制度」をクリック又は直接以下のURLにて閲覧可能である。（2010年5月21日）

http：〟嘩htm
ll）原文に使用されている「国家冶金管理総局」という名称は、当時の俗称であると考えら

れる。1998年の国務院機構改革以前において、黄金部隊の管理を担当していたのは「冶金工

業部」であった。1998年の国務院機構改革以降、「冶金工業部」は「国家冶金工業局」へと

改組され、その後の2003年の国務院機構改革にて「国家冶金工業局」は廃止されている。現

在、当該職責を担っているのは、2008年の国務院機構改革後に新設された「情報・工業化部

（中国語では『信息和工亜化部』）」であるとされている。

12）2008年の国務院機構改革を経て、現在の「交通運輸部」に相当する。

13）辺防部隊を指揮管理する公安辺防部門の最高機関。

14）消防部隊を指揮管理する公安消防部門の最高機関。

15）警衛部隊を指揮管理する公安警衛部門の最高機関。警衛局については、公開情報に乏し

く、詳細を知ることは難しいが、公安部提供資料「中国公安工作」（19渕）によれば、当該任

務は、共産党及び国家指導者の各活動の安全確保、重要な外賓にかかる警護等である。

16）。原文については、中国人民政府のホームページ

http二〟咄州5／content20891，bhl　参照。（2010年5月18日）

17）人民警察法の第二章は、職権に関する規定が第六条から第十九条までの計14条で構成さ

れるが、第六条から第十七条までが「公安機関の人民警察」に関するものである。

18）原文については、中国人民政府のホームページ

蜘05／25／content960．htm　参照。（2010年5月18日）

19）公安部内の刑事事件管轄分葦を定めた部内規定「公安部刑事案件管轄分工規定」によれ

ば、辺防管理局の管轄は、他人を組織して密航させる罪研怯第318条）、他人を運送して密

航させる罪（刑法第321条）、密航の罪掛は第322条）及び国境標識を破壊する罪（刑法第

323条）である。消防局の管轄は、失火に関する罪（刑法第115条第2項）及び消防責任に
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関する罪折り法第139条）である。警衛局が管轄する刑事事件はない。

20）越智均・四元吾朗，「公安機関海上法執行工作規定」について，海保大研究報告法文学系，

第53巻第1号通巻第87号（2008），163－181．

21）中国語では「2008年中国的国防」、国務院新聞弁公室が2009年1月に発行している。

原文については、中国政府網

httpJ／www．govICn／zwgk／2009－Ol／20／contcnt1210224．htm　参照。（2010年5月21日）

22）「公安部令」は、国務院の各部が公布する「規章（いわゆる日本の「省令」に相当。）」で

あり、法的優先順位は、法律、行政法規に次ぐものである。

http：〟www．gov．crJbanshi／2005－05／25／content960．htm　参照。（2010年5月18日）

23）越智均・四元吾朗，「公安機関海上法執行工作規定」について，海保大研究報告法文学系，

第53巻第1号通巻第87号（2008），163－181．

24）原文については、東方法眼

http‥仇ⅤⅥW．d勒com脇Ⅹuejieti／XZ／200908／20090828073132．htlIl　参照。（2010年5月21日）

25）陳厳松主編，《公安机美海上執法工作規定》買物英施与辺防海警み案工作程序及安全保王

指揮管理其各全軍，中国人民公安大学出版社（2007），268．公安部内の改革については、1997

年の辺防検査体制改革において、従来の現役制（人民武装警察）から公務員制（人民警察）

への移行が実行されている。これにより、現在、北京、上海、天津、深セン、珠海、広州、

海口、アモィ、油頭の九都市においては「出入境辺防検査総祐」が設置され、これらを公安

部出入境管理局（1998年設立）の指揮下に置いている。それ以外の辺防検査部門は、依然と

して公安部辺防管理局の指揮下にある。

26）原文では「法規」。一般に「法規」は、国務院が制定する「行政法規」と地方人民代表大

会及びその常務委員会が制定する「地方性法規」に分けられる。法的優先樹立は、「行政法規

（いわゆる日本の「政令」に相当。）」が法律に次ぐものであり、「地方性法規（いわゆる日本

の「条例」に相当。）」は法律、行政法規に次ぐものである。

27）原文では

28）原文では

29）原文では

30）原文では

31）原文では

32）原文では

33）原文では

34）原文では

「武装守折」。

「追捕」。

「押解、押返」。

「押返烏

「暴乱」。

「躯散」。

「通鍔在案的」。

「警械和武器」。

35）原文では「行政法規」。国務院が国務院令として制定する規範性文書を指す。いわゆる日

本の「政令」に相当すると考えてよい。

36）原文では「国家有美軍人扶馳伏待的規定」。
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